



















一考察―」『社会システム研究』第 6号（2003 年）129-143 頁。拙稿「国際義務の『継
続的侵害』概念　―手続的義務にかかる時間的管轄についての一考察―」『京女法学』
第 1号（2011 年）201-226 頁。
京女法学　第 13 号52
の被害者に対する賠償義務を満たしていないとして、自由権規約（以下、規








去は、ソ連最高委員会議長令 116/102（1944 年 3 月）および国家委員会令











⑵　Zinaida Yusupova v. Russian Federation, Communication No. 2036 /2011, Views 























































規約第 2条 2・3 項に関しては、通報者は国内の制定法に則して法的手続



























なされなければならないとした23。委員会は、第 1761 年法第 16 条、同 10
⒅　Ibid., paras. 6.4-6.5.
⒆　Ibid., para. 6.6.　
⒇　Ibid., para. 6.7. 
21　Ibid., para. 7.1. 

















国の義務」パラグラフ 925に触れ、第 1選択議定書第 1条は、当該議定書に
基づく委員会の時間的管轄を超える通報に関しては、委員会が通報を「受け
付ける」（receive）ことさえも認めていないとしている26。同委員によれば、
通報者が権利侵害の一因としている第 1761 号法の採択は 1991 年 10 月 18 日
24　Ibid., paras. 7.4-9.
25　General Comment No. 33: The Obligations of States Parties under the Optional 






26　Individual opinion of Committee member Sir Nigel Rodley （dissenting）, para.3.
人権侵害の継続性と時間的管轄（前田） 57




















本事件では、通報者は 1944 年から 1957 年の間に生じた退去強制に対する
賠償を請求している。それは規約が発効した 1976 年 3 月 23 日よりもずいぶ
ん前のことである。通報者と彼女の両親が被った侵害は、それらか継続して
27　Individual opinion of Committee member Anja Seibert-Fohr, joined by Committee 

























的（accessory）性質に着目している。第 2条 3 項は、何ら独立した固有の
28　Individual opinion of Committee member Anja Seibert-Fohr, joined by Committee 



















30　この点、例えば、S.E. v. Argentina, Communication No. 275/1988, decision of 
inadmissibility adopted on 26 March 1990, para. 5.3.
31　小畑郁「ヨーロッパ人権条約における「実効的な国内救済手段を得る権利」と条約
上の権利の国内手続における援用可能性―条約 13 条をめぐる人権裁判所判例の展開」
『研究紀要』第 3号（1998）65-98 頁。ヨーロッパ人権裁判所では条約第 13 条に関す
る申立て件数が増加していることを指摘し、その履行・履行監視状況について分析し
たものとして、竹内徹「ヨーロッパ人権条約による司法的規範統制の限界 : パイロッ




separate breach of the Covenant）として扱うとされている。General Comment No. 
31: The Nature of the General Legal Obligation Imposed on States Parties to the 
Covenant, UN Doc. CCPR/C/21/Rev.1/Add. 1326, paras.15-18.
 手続的義務に関しての時間的管轄認定の実行については、拙稿「国際義務の『継続的
侵害』概念　―手続的義務にかかる時間的管轄についての一考察―」『京女法学』第 1
号（2011 年）201-226 頁。申惠丰「人権保障のための積極的義務としての手続的義務 
京女法学　第 13 号60
（4）規約第 9条 5項における救済の性質
さらに 4委員の反対意見は、規約第 9条 5項における救済の性質について
も、第 9条 5項は、第 9条 1項に関する侵害に対する実効的救済という特定






本通報の審査において、自由権規約委員会は、見解採択日の 2015 年 7 月
21 日から 180 日以内に、見解の実施のためにとった措置について委員会に
報告するよう、当事国に求めている。







巻 4 号（2014 年）624-650 頁。
33　General Comment No.35: Article 9（Liberty and security of person）, UN doc. 
CCPR/C/GC/35, para. 49.



















第 1に、自由権規約第 2条 3項の実効的救済の権利は、ヨーロッパ人権条
約第 13 条のそれとは権利の性質が異なるという点である。本通報の見解で



























34　General Comment No. 31: The Nature of the General Legal Obligation Imposed on 
States Parties to the Covenant, UN. Doc. CCPR/C/21/Rev.1/Add. 1326, paras. 15.
